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1 持続可能な区政経営を行う

●主な広報出版物
1  ねりま区報（特集号を除く）
毎月1･11･21日の3回、8ページ組み（1月1日号のみ4

ページ組み）で発行している。日刊6紙の新聞に折り込
むほか、区立施設、区内および隣接の駅、区内の金融
機関・郵便局、公衆浴場、コンビニ店などで配布して
いる。また、希望者には郵送も行っている。平成22年
度は36回、各回約25万部を発行した。また、「点字広報」
とカセットテープによる「声の広報」を区報とほぼ同
じ内容で発行し、希望する視覚障害者に郵送している。
2  ねりま区議会だより
区議会定例会の内容を中心に、年4回、各回約24万部

を発行している。日刊6紙の新聞に折り込むほか、区立
施設、区内および隣接の駅、区内の金融機関・郵便
局・公衆浴場などで配布している。また、希望者には
郵送も行っている。「ねりま区議会だより点字版」、カ
セットテープによる「声のねりま区議会だより」も発
行し、希望する視覚障害者に郵送している。
3  練馬区勢概要
区政のあらましをまとめ、年1回発行している。22年

度は、21年度の区政の動きを中心に編集し、9月に900
部発行した。
4  わたしの便利帳
区のサービスや窓口・施設の利用方法などをまとめ、

区政に関する必要な情報を探し出すことができるよう
編集して発行している。22年9月に増刷を行い、区民事
務所などの区立施設で転入者および希望者へ配布して
いる。
また、視覚障害者（身体障害者手帳1～3級）を対象

に音声版を作成し希望者に配布している。
5  練馬区くらしガイド
外国語で区の手続き・サービス・窓口の情報を提供

するために、21年3月に英語版・中国語版・ハングル版
各2,000部を発行した。新規に外国人登録をする際に外
国人登録係で配布するほか、広聴広報課や文化国際課
などで希望する外国人へ配布している。
6  外国人向け広報
英語版、中国語版の広報紙を年4回（4・7・10・1月）

発行している。区立施設、区内および隣接の駅、区内
の郵便局などで配布するほか、希望する外国人には郵
送も行っている。22年度は、各回、英語版3,500部、中
国語版3,500部を発行した。

●その他の広報活動
1  報道機関への情報提供活動（パブリシティ）
区の施策や区内の催し、出来事など各種情報を、社

会的信頼性、速報性、広範性などの点で優れている報
道機関（新聞、テレビ、ラジオなど）に提供し、区民
に対する広報効果をより高めるよう努めている。
平成22年度、主要日刊紙と地元報道機関へ273件の情

報を提供し、主要日刊紙には延べ207件の掲載があった。
2  練馬区ホームページ
「練馬区ホームページ」は12年4月から本格発信を開

始し、17年8月からは動画配信も行っている。
22年の全面リニューアル後からは、各種手続きなど

をまとめた「暮らしのガイド」、区の方針や取組などを
掲載した「区政情報」、区のあらましや観光情報などを
掲載した「ねりまの案内」など大きく5つに分けて情報
を掲載し、内容の随時追加および更新を行っている。
携帯サイトについても22年2月にリニューアルを行

い、「暮らしのガイド」「施設案内」を中心に内容を充
実して掲載している。
また、22年7月からは、メールにより区の情報を配信

する練馬区情報「ねりメール」を、23年3月からは「ツ
イッター」を開始し、区の情報発信手段を充実した。
練馬区公式ホームページに対する22年度アクセス件

数は97,294,452件、訪問者数は延べ7,254,174人であり、
「ねりメール」登録者数は、23年3月末現在で11,809名で
ある。
3  練馬区情報番組ねりまほっとライン
区や区政への理解や関心を高めるため、区民に身近

なケーブルテレビを媒体に、区政情報や区内のできご
となどを放送している。19年5月から毎日3回放送し、
毎月1日に内容を更新していたが、21年4月からは毎月1
日に加え、16日にも内容を更新している。

（1）参加と連携による開かれた行政を進める 練馬区の主な定期刊行物 平成22年度 

発　行　物　名 発行回数 

ねりま区報 
 
外国語版広報紙（英語・中国語版） 
MOVE（男女共同参画情報紙） 
練馬区の世帯と人口 
消費者だより 
ねりま産業情報ぺがさす 
青少年とともに 
みどりのてびき 
教育だより 
ねりま白ばらだより（選挙啓発広報紙） 
農業委員会だより 
ねりま区議会だより 
 

月 3 回  
※特集号は随時発行 

年 4 回  
年 2 回  
毎 月  
年 6 回  
年 3 回  
年 2 回  
年 6 回  
年 4 回  
年 2 回  
年 3 回  
年 4 回  



区ホームページで動画配信しているほか、区立図書
館、区民情報ひろばでの貸出しや広聴広報課での貸出
し・複写サービスを行っている。
4  区政情報放映システム
映像・音声・文字情報等の多様な媒体を表示し、来

庁者に区政情報を周知することを目的として、本庁舎
アトリウム1階総合案内横と練馬区民事務所受付前に広
報用ディスプレイを設置し、19年8月から放映を開始し
た。内容は、事務事業等の周知、練馬区の素敵な風景
100選の紹介、練馬区情報番組ねりまほっとラインの放
映などである。
5  都市型CATV
地域密着型メディアとして5年4月に開局した都市型

CATV（株）ケーブルテレビネリマは、練馬区内におい
て許可を得たエリアで7年2月にほぼ全域にわたり幹線
ケーブルを敷設した。11年1月には来るべきデジタル化
を視野に、経営基盤の強化を図るために隣接する杉並
ケーブルテレビ（株）と合併し、社名を（株）ジェイ
コム東京と変更した。同年10月には、同系列のＣＡＴ
Ｖ（府中、小金井、国分寺）と、20年7月にさくらケー
ブルテレビ（墨田）と、22年8月に（株）城北ニューメ
ディア（台東）と合併し、業界では最大規模となって
いる。
区では地元報道機関として位置づけ、各種情報を提

供している。
●区民情報ひろばの運営
区民情報ひろばは、情報公開制度に基づき、情報公

開の総合的な推進を担う施設の一つとして、区政資料
や行政文書を用いて情報公表・情報提供業務を行って
いる。
区民情報ひろばでは、区政資料等の閲覧・貸出・配

布、有償刊行物の販売のほか、公文書の公開請求およ
び自己情報の開示等請求の受付を行っている。

●区政資料管理体制の整備
公文書は区民共有の財産であり、区政の主要な活動

記録として将来の区民に引き継いでいく歴史的資料で
あるとの視点から、公文書のうち歴史的資料として重
要なものを体系的に収集・管理し利活用を図ることを
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区民情報ひろば利用状況等 平成22年度 

項　　　　目 件　数　等 
区民情報ひろば利用者数 
インターネット利用者数 
区政資料等点数 
　　〃　　貸出件数 
　　〃　　貸出冊数 
有償刊行物点数 
　　〃　　販売点数 

10,381人 
396人 

12,342点 
96件 
164冊 
177点 
663点 

区民情報ひろばで販売している主な有償刊行物 

刊行物の名称 価　格 

ねりま区報　平成22年縮刷版 
練馬区長期計画（平成22～26年度）総論編　基本計画編 
練馬区長期計画（平成22～26年度）実施計画編 
練馬区統計書 平成22年版 
練馬区勢概要 平成22年版 
平和への架け橋　上巻 
平和への架け橋　下巻 
ねりま60 
ねりま50年の移り変わり 
練馬区小史 
練馬区史　歴史編 
練馬区史　現勢編 
練馬区史　現勢資料編 
練馬区商店会マップ 
第2期練馬区地域福祉計画 
練馬区福祉のまちづくり総合計画 
ひとりぐらし高齢者等実態調査報告書 
練馬発わかわかかむかむ元気ごはん 
第4期練馬区高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 
（平成21～23年度） 
練馬区高齢者基礎調査報告書 
障害者基礎調査報告書 
改定　練馬区障害者計画・第二期障害者福祉計画 
練馬区健康づくり総合計画 
練馬区次世代育成支援行動計画 
花在れバこそ　吾れも在り 
練馬区都市計画概要図 
練馬区用途地域図 
練馬区都市計画マスタープラン全体構想 
練馬区都市計画マスタープラン地域別指針 
施設整備マニュアル（建築物） 
観察ガイド「ねりまの自然」 
練馬の神社 
練馬区の遺跡地図 
練馬の集団学童疎開資料集（1） 
練馬の集団学童疎開資料集（2） 
石神井城跡発掘調査の記録 
常設展示ガイド（石神井公園ふるさと文化館） 
新版　練馬大根 
練馬の石造物　寺院編一 
練馬の石造物　寺院編二 
練馬の石造物　神社総集編 
練馬の石造物　神社編 
練馬の石造物　路傍編二 
練馬の民俗　Ⅰ 
練馬の民俗　Ⅱ 
練馬の民俗　Ⅲ 
練馬を開いた人  々
練馬の民家と屋敷森 
古老聞書 
練馬の記念碑 
ちょっと昔の道具たち 
「講」ってなあに？ 
絵図にみる練馬（1） 
絵図にみる練馬（2） 
練馬の伝説　改訂版 
ねりまの昔ばなし 
御・鷹・場 
ふるさと練馬探訪 
 

1,200 
700 
200 
800 
1,200 
1,000 
1,000 
2,500 
2,500 
1,100 
8,300 
9,800 
6,400 
600 
400 
400 
300 
300 
410 
 

850 
750 
700 
1,300 
600 
1,500 
800 
600 
1,100 
1,000 
800 
700 
170 
100 
500 
500 
50 
310 
1,100 
1,300 
1,300 
1,100 
1,200 
1,100 
150 
100 
100 
150 
150 
200 
100 
200 
200 
500 
500 
390 
410 
600 
500

円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 
円 



2  自己情報の開示等請求と処理状況
22年度における自己情報の開示等請求と処理状況は

以下の表のとおりである。
22年度における請求件数は234件で、21年度の176件

と比較すると58件増加した。

目的として平成21年11月に「練馬区区政資料管理整備
計画」を策定した。
22年度からは、実際に保存年限を満了する公文書か

ら歴史的資料を選別・収集する作業を開始し、同年度
においては165件の公文書を収集した。
今後は、これら収集した公文書とあわせ、区の刊行

物や写真資料を含めた歴史的資料の管理および利活用
体制の充実を図るために運用面の整備を進める予定で
ある。
●情報公開と個人情報保護
区では区民参加を促進し、公正で開かれた区政を実

現するため、情報公開制度を設けている。情報公開制
度では、「知る権利」の具体化の一つとして、区民等に
公文書公開請求権を保障するとともに、各種の情報公
表施策や情報提供施策を充実強化し、両者が相互に補
完しあいながら機能することによって、その実効性の
向上が図られている。
個人情報の保護については、急激なIT社会の進展や

個人情報保護関連法の制定を受けて、より一層個人情
報の総合的、体系的な保護を図るため、練馬区個人情
報保護条例を整備し、適正な執行に努めている。また、
個人情報に係る区民等の基本的人権の擁護を目的に、
自己情報の開示等請求権を保障している。
1  公文書の公開請求と処理状況
平成22年度における公文書の公開請求と処理状況は

以下の表およびグラフのとおりである。
22年度における請求件数は1,297件であった。
また、公開率（文書の不存在と請求の取下げを除い

た請求件数に占める全部公開と部分公開の割合）は
96.6％で、「全部非公開」は40件であった。
22年度は、非公開決定としたもののうち、1件につい

て請求者から不服申立てがあった。
なお、公文書の公開請求については、17年5月からイ

ンターネットでの受付を開始しており、18年4月からは、
公文書の公開まですべての手続をインターネット上で
行うことができるようになっている。
22年度には延べ149人からインターネットを用いた公

開請求があり、これは22年度の請求者総数（264人）の
約56.4％であった。
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公文書の公開請求件数と処理状況 

注：（　）内は公益上の理由による裁量的公開件数を示す。 

平成22年度 

 

請
求
件
数 

 

全
部
公
開 

 

部
分
公
開 

 

非

公

開

 

 

不

存

在

 

 

取

下

げ 

件 
1,297

件 
476（0） 

件 
700（0） 

件 
40

件 
70

拒

否

 

存
否
応
答 

件 
1

件 
10

公文書公開請求の非公開の理由別件数 平成22年度 

注：同一公文書に、複数の理由が含まれているものもある。

非公開とした理由（部分公開含） 件　数 

個人に関する情報で特定の個人が識別されうるも
の 

件 
524　 

法人等に関する情報で法人等の正当な利益を害
すると認められるもの 415　 

公共の安全と秩序の維持に支障が生じるおそれが
あるもの 0　 

審議・検討・協議に関する情報で、意思決定の中
立性が不当に損なわれるなどのおそれがあるもの 3　 

事務事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが
あるもの 57　 

他の制度との調整 2　 

法令等の規定によって公開できないと認められるもの 3　 

公文書公開請求の目的別件数 平成22年度 

学問的調査研究 
60件（4.6%） 

私的利害の調整 
74件（5.7%） 

目的記載なし105件（8.1%） 

営業活動 
416件 
（32.1%） 

区政の監視・ 
改善・区民参加 
642件 
（49.5%） 

請求件数 
1,297件 
（100%） 

公開請求のあった公文書の分野別件数 平成22年度 

入札・契約等 
182件 
（14.0%） 

議会23件（1.8%） 

保健・衛生・医療42件 
（3.2%） 

児童福祉64件 
（4.9%） 

都市整備・ 
建築・土木 
234件 
（18.0%） 

教育 
490件 
（37.8％） 

社会福祉60件 
（4.6%） 

環境・清掃98件 
（7.6%） 

区政一般 
104件（8.0%） 

請求件数 
1,297件 
（100%） 



請求の内容は、開示請求が227件、訂正請求が7件で、
このうち開示請求8件、訂正請求1件に対して「応じら
れない」とした。
22年度は、この「応じられない」とした開示請求に

ついて請求者から2件の不服申立てがあり、このうち1
件は、その後取下げとなった。

3  練馬区情報公開および個人情報保護運営審議会
区では、情報公開制度および個人情報保護制度の適

正な運用を図るため、区長の附属機関として練馬区情
報公開および個人情報保護運営審議会を設置している。
審議会は、制度運営の重要な事項について区長に意見
を述べることができるほか、区の諮問に応じて審議を
行い、答申を出している。区は審議会の意見や答申を
尊重し、区政に生かしている。
審議会は、区民、学識経験者、区議会議員から組織

されており、任期は2年である。審議会の会議は公開を
原則としており、傍聴することもできる。
4  練馬区情報公開および個人情報保護審査会
区では、区の行った公文書の非公開決定や自己情報

の非開示決定等の処分に対する請求者からの不服申立
て（異議申立て）を公正中立な立場から審査するため、
区長の附属機関として練馬区情報公開および個人情報
保護審査会を設置している。区は、審査会から出され
た答申を尊重し、不服申立ての内容を認めるかどうか
を決定している。
審査会は、情報公開制度および個人情報保護制度に

ついて優れた識見を有する者のうちから区長が委嘱し
た委員5名で組織されており、任期は2年である。審査
会の会議は、個人情報などを取り扱うため、非公開で
ある。
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自己情報の開示等の請求者と請求件数 平成22年度 

開示請求の処理状況 平成22年度 

請　求　者 請求者数 請求件数 

計 84　 234　 

 
区 民  
区 民 以 外 の 者  

件 
190　 
44　 

人 
71　 
13　 

開 示 請 求  

区 分  

105
5
0
0

110

70
0
0
0
70

8
1
0
0
9

42
－ 
－ 
－ 
42

2
1
0
0
3

訂 正 請 求  
削 除 請 求  
中止等請求 
合 計  

　 応 じ る 　  取下げ 
　 処 理 状 況 　  

不存在 応じら
れない 全 部  一 部  

注：開示請求の「応じられない」の内訳は、全部非開示5件、 
　　存否応答拒否3件。 
　　なお、存否応答拒否の3件は請求件数である。 

●主な広聴活動
1  意見要望等の受付
文書等で寄せられた意見・要望・陳情などを区長室

広聴広報課で一括して受け付け、各担当主管部との連
携により速やかな問題解決に努めている。平成22年度
の受付件数は2,312件であった（「モニターの声」24件含
む。）。
このうち、個人が「区長への手紙」などにより行う

要望・苦情等を個別広聴として受け付けている。「区長
への手紙」は、区政に関する意見・要望等を気軽に申
し出られるように区立施設と区内各駅に置いているも
ので、この手紙による受付は484件であった。このほか、
一般郵便による受付が98件、電話や窓口での受付が210
件、電子メールによる受付が1,310件、ファクス等によ
る受付が51件であった。
また、団体等が文書で行う陳情・要望等は団体陳情

として、個別広聴と区分して受け付けている。団体陳
情の受付件数は135件であった。
2  区政モニター
区政への意見を継続して聴くため、300人の区民を区

政モニターに委嘱している。第19期区政モニターは、
50人を公募、250人を無作為抽出によって選出した。任
期は21～22年度の2年間である。
22年度には、モニターアンケートを5回実施した。各

回のテーマは「生涯学習について」「区民事務所・出張
所について」「区立総合体育館改築について」「練馬区
情報番組ねりまほっとラインについて」「経済状況およ
び区の緊急経済対策等について」であった。
区政モニター懇談会を1月に開催し、17名が出席した。

テーマは「区民事務所・出張所について」であった。
また、随時意見を寄せていただく「モニターの声」

は24件であった。
3  区長との懇談会
22年度は、区が直面している問題についてテーマを

設け、区長が直接区民と語り合う「ともに地域を築く
区民と区長のつどい」として区内4会場で開催した。
「みんなでつくる　ずっと住みたいやさしいまち」をテー
マとして7～8月に開催し、4会場合わせて204人が参加
した。
また、若者の声をより一層区政に反映させるために

「若者と区長の懇談会」を開催し、区内三大学の学生が
参加した。
さらに、21年12月に基本構想を策定したことを契機

に、より広くきめ細やかに区民意見を区政に反映させ
るため、地域で活動している様々な区民の方々の意見
を区長が直接聴く場として、22年度から新たに「地域
懇談会」を実施した。51回開催し、約1,000人が参加し
た。
4  区民意識意向調査
区民の意識や意向を統計的に把握し、区政運営の基



礎資料としている。対象者数は、1,500人である。
22年度の調査テーマは、「区の施策および評価につい

て」「区内の文化芸術の振興について」「練馬区の農業
や農地について」「地域活動について」「廃棄物のリサ
イクルと減量について」であった。
5  土・日・休日区政案内
区では、14年4月から「なんでも相談室」（18年4月か

ら「土・日・休日区政案内」に名称変更）を開設し、
区民から区政に関する意見・要望等を受け、必要な場
合には関係機関、専門相談等の案内を行っている。
土・日・休日区政案内の開設時間は、土・日曜日およ
び祝・休日の午前9時から午後5時まで予約無しで、電
話や窓口で受け付けている。
22年度は、法律相談等の専門相談の案内が54件、区

政に対する意見、要望、苦情が159件、区の事務事業、
催し等についての問い合わせが3,126件、資料配布、区
以外の問い合わせ等が863件であった。
●区民相談
練馬区区民相談所および石神井庁舎区民相談室では

各種の区民相談を行っている。そのうち、法律相談は
男女共同参画センターえーるでも行っている。
相談は無料で、一般区民相談などを除き、おのおの

の専門相談員が担当している。なお、「許可・届出など
の相談」は、平成23年4月から「暮らしと事業の手続相
談」に名称を変更した。
また、外国人から申込みの際に求めがあれば、英

語・中国語・ハングルの通訳を介して相談を行ってい
る。

●参政の促進
練馬区の選挙人名簿登録者数は、平成23年3月23日現

在、577,558人、23区中2番目となっている。
現在71か所の投票所を設け、各種選挙を行っている。
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各種相談件数 平成22年度 

相　　　談　　　名 件　　数 

 
一 般 区 民 相 談  

法 律 相 談  

交 通 事 故 相 談  

身 の 上 相 談  

不 動 産 取 引 事 前 相 談  

人 権 擁 護 相 談  

行 政 相 談  

表 示登記（調査・測量）相談  

許 可 ・ 届 出 な ど の 相 談  

権 利 登 記 ・ 供 託 相 談  

心 の 相 談  

合 計

件 
15,072 

4,459 

234 

359 

125 

10 

69 

29 

14 

100 

358 

20,829

公職選挙法に基づく選挙 

注：＊1  練馬区における衆議院議員選挙小選挙区の区割りは、 
　　　　東京都第9区と、豊島区との合区になる東京都第10区に 
　　　　分割されている（詳しくは別図を参照）。 
　　＊2  参議院議員選挙は3年ごとに半数を改選。 

選  挙  名 
区 長 選 挙  
区議会議員選挙 
都知事選挙 

都議会議員選挙 
 
 
衆議院議員選挙 
＊1 
 
 
 
参議院議員選挙 
＊2 
 

選　挙　区 

練 馬 区   

東 京 都  
練 馬 区  
（ 東 京 都 ）  

（小選挙区選出）  

（比例代表選出）  
東 京 都  
（選挙区選出） 
全 国  
（比例代表選出） 

定数 任期（年） 公（告）示日 

東 京  
（全国） 
東京ブロック 
（全国） 

1 
50 
1 
6 

（127） 
25 

（300） 
17 

（180） 
10 

（146） 

96

 
 
 
 

4

 
 
6

選挙期日  7日前まで 

選挙期日 17日前まで 

選挙期日 9日前まで 

 

選挙期日 12日前まで 

 

選挙期日 17日前まで 

住所地別の衆議院議員選挙小選挙区区分 

町名（丁目・番） 区分 

上記以外の練馬区 東京都第9区 

旭丘 
北町 
小竹町 
栄町 
桜台 
田柄1・2丁目 
田柄3丁目14番～30番 
田柄4丁目 
田柄5丁目21番～28番 
豊玉上1丁目 
豊玉北1・2丁目 
錦 
羽沢 
早宮 
光が丘1丁目 
氷川台 
平和台 

 
 
 
 
 

東京都第10区 
 
 

豊島区 
との合区 



●参議院議員選挙
平成22年7月11日に参議院議員選挙が執行された。
練馬区全体の投票率は60.39％となり、前回（19年）

を1.44ポイント上回った。
前年の政権交代後初めての国政選挙だったことに加

え、「突然の首相交代」、「国会の会期延長」など、選挙
期日をめぐる動向が連日報道され、高い注目を集めた。
●統一地方選挙
平成23年4月10日に東京都知事選挙、同月24日には練

馬区議会議員選挙と練馬区長選挙が執行された。
東京都知事選挙については東日本大震災の発生に伴

う節電対策として、一部の期日前投票所の投票期間を
短縮したにも関わらず、投票率は59.46％と、前回（19
年）に比べて、2.91ポイント上回った。
区議・区長選挙の投票率はそれぞれ45.33％で、前回

を区議選は1.89ポイント、区長選は1.88ポイント下回る
結果となった。
●明るい選挙のために
区では、各種の講座、小学生・中学生・高校生対象

のポスターコンクール、広報紙「ねりま白ばらだより」
の発行などにより、明るい選挙の推進と棄権防止のた
めの啓発活動を行っている。
これらの啓発活動は、「明るい選挙推進協議会」（委

員14人で構成）および同協議会から委嘱された「明る
い選挙推進委員」141人が、それぞれの地域で「話しあ
い活動」を主体とし、様々な方法によりすすめている。
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衆議院議員選挙小選挙区の区割り 

東京都第10 区 

東京都第9区 

光が丘 
1 丁目 

田柄 

田柄 3・5 
丁目の一部 

北町 

錦 

平和台 

早宮 
高松 

貫井 

中村北 豊玉北 

豊玉北 1・2丁 目 

豊玉上1丁目 

豊玉上2丁目 

豊玉中 

豊玉南 中村南 

中村 

桜台 

練馬 
向山 

春日町 

栄町 

光 
が 
丘 
 

富 
士 
見 
台 
 

氷 
川 
台 
 

小 
竹 
町 
 

羽 
沢 
 

旭 
町 
 

旭 
丘 
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選挙別当日有権者数・投票者数・投票率 

注：農業委員会委員選挙は、立候補者が定数を超えなかったため無投票 
　　※1　在外投票分を含む。 
　　※2　東京都第10区のうち練馬区分 

選挙名・執行年月日 
当 日 有 権 者 数  
計 男 女 計 男 女 平均 男 女 

投　票　者　数 投　　票　　率 

都議会議員選挙 21. 7.12

参議院議員選挙 22.7.11
　東京都選出※1
　比例代表選出※1

農業委員会委員選挙 20. 7.6 
人 

567,321 

574,852

1,315 
人 

278,340 

281,820

－ 
人 

288,981 

293,032
 

－ 
人 

321,372 

347,130
347,125

－ 
人 

157,069

169,712
169,711

－ 
人 

164,303 

177,418
177,414

－ 
％ 

56.65 

60.39
60.39

－ 
％ 

56.43

60.22
60.22

－ 
％ 

56.86 
衆議院議員選挙 21. 8.30
　小選挙区選出（東京都第9区）※1
　小選挙区選出（東京都第10区）※1※2
　比例代表選出※1
最高裁判所裁判官国民審査 

217,947 
64,081 
282,028 
281,417

226,982 
65,223 
292,205 
291,657

444,929 
129,304 
574,233 
573,074

147,621 
43,017 
190,637 
186,696

154,378 
44,188 
198,563 
194,822

301,999 
87,205 
389,200 
381,518

67.73 
67.13 
67.60 
66.34

68.01 
67.75 
67.95 
66.80

67.88 
67.44 
67.78 
66.57

都知事選挙 23. 4.10
区議会議員選挙 23 .4.24
区長選挙 23 .4.24

567,496

562,166
 

277,304

274,575
 

290,192

287,591
 

337,415
254,838
254,804

160,390
121,687
121,655

177,025
133,151
133,149

59.46
45.33
45.33

57.84
44.32
44,31

61.00
46.30
46.30

60.55
60.54

－ 

選挙別・党派別得票率 

※1　在外投票分を含む。 
※2　東京都第10区のうち練馬区分 

選挙名・執行年月日 有　効 
投票数 

自　由 
民主党 

公明党 民主党 日　本 
共産党 

社　会 
民主党 

生  活  者 
ネットワーク 

新党日本 国民新党 

参議院議員選挙 22. 7.11
　東京都選出※1
　比例代表選出※1

340,958
339,457

％ 

16.12
20.76

％ 

12.57
11.03

％ 

41.77
32.30

％ 

8.41
7.61

％ 

1.65
4.68

％ 

－ 
－ 

％ 

－ 
－ 

％ 

－ 
－ 

みんなの党 

％ 

10.58 
14.75

　小選挙区選出（東京都第9区）※1
衆議院議員選挙 21. 8.30

　小選挙区選出（東京都第10区）※1※2
　比例代表選出※1

296,575 
85,812 
384,382

42.49 
43.97 
25.18

－ 
－ 

10.17

47.24 
47.52 
41.71

9.04 
8.51 
9.03

－ 
－ 
4.79

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
1.57 

－ 
－ 
1.22 

－ 
－ 
5.83 

1.23 
－ 
0.50 

無所属 ・ その他 
％ 

都議会議員選挙 21. 7.12 317,494  22.02 15.75 39.85 9.32 3.22 7.11 － － － 2.73 

都知事選挙 23. 4.10
区議会議員選挙 23. 4.24
区長選挙 23. 4.24

334,761
248,336
243,709

－ 
31.84
－ 

－ 
17.66
－ 

－ 
9.35
－ 

－ 
8.70
－ 

－ 
1.91
－ 

－ 
5.25
－ 

－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 

－ 
4.67
－ 

100 
20.62
100

8.90
8.87



●地価公示
地価公示制度は、国が標準的な土地を選び判定した

適正な価格を公示して、土地の売買などに際し、指標
として活用できるようにしたものである。
区では地価公示図書を閲覧できるようにし、土地の

適正な取引に役立つよう努めている。

●公有財産等の活用と管理
区有地等のうち、更地および低利用・暫定利用の土

地で、公園用地等利用目的が明確になっている用地に
ついては、長期計画等に基づき、積極的に事業化を推
進する。
なお、事業化まで長期間を要する用地は、地域開放

などの暫定利用を行う。
●土地開発公社
練馬区土地開発公社は、区に代わって公共用地の先

行取得を行うため、「公有地の拡大の推進に関する法律」
に基づいて区が設立した公法人である。
土地開発公社は、民間資金を積極的に活用し、機動

的かつ弾力的な土地取得を行うことにより、まちづく
りの重要な役割を担っていくものである。
平成22年度の事業実績は土地取得が10,743.95m2、売

却が12,220.33m2であった。
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（2）健全な財政運営を行う

地価公示価格の推移 （各年1月現在） 

商業地上位地点価 

住宅地平均価格 

資料：「地価公示」（国土交通省土地鑑定委員会） 

（千円／m2） 

4,000 

3,500 

3,000 

2,500 

2,000 

1,500 

1,000 

500 

0
64 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 23年 22

 

776 773 771
660

524 483 459 446 433 424 400 378 359 352 338 331333

3,700

4,070 4,070

3,750

3,000

2,400

1,950

1,600

1,330
1,170

1,050
948 910

990 975

333

985

355

1,070

392 355 337 337

1,250 1,120 1,050
1,0409751,010

平
成 

昭
和 



●特別区制度改革
1  特別区制度改革のあゆみ
練馬区をはじめとする23特別区は、昭和22年に設置

されたが、27年の地方自治法改正により、一般の市町
村とは異なり東京都の内部団体として位置づけられ、
自治体としての権限も大幅に制限されていた。
39年と49年の地方自治法改正により、保健所事務や

福祉事務所事務などが都から移管され特別区の権限が
拡大したが、依然として東京都の内部団体の位置づけ
のままであった。
平成6年9月、都と23特別区は、①特別区を「基礎的

な地方公共団体」に位置づける、②清掃事業など住民
に身近な事務を特別区に移管する、などを骨子とする
「都区制度改革に関するまとめ（協議案）」に合意し、
制度改革の実現に必要な法令改正を国に要請した。
10年4月に都区制度改革関連法案は、「地方自治法等

の一部を改正する法律」として国会において全会一致
で可決され、12年4月1日に施行された。
この法改正により、特別区は「基礎的な地方公共団

体」として法律で明確に位置づけられるなど、特別区
制度改革がようやく実現の運びとなった。
2  制度改革において残された課題
12年の制度改革においては、都区の財源配分をめぐ

るつぎの5つの課題が積み残された。
①「市町村事務」の役割分担を踏まえた財源配分、

②12年の移管時に反映されなかった清掃関連経費、③
小中学校改築に対応する財源措置、④都市計画事業の
実施状況に見合った都市計画交付金、⑤国等の大きな
制度改正に対応する財源配分、についてである。
これらについて、都区間の主張の隔たりは大きく、

協議がまとまらなかったが、都区のあり方について新
たな検討組織を設置することが合意された。
3  都区のあり方検討委員会
18年11月に都と23特別区は、「都区のあり方検討委員

会」を設置した。検討委員会では、①都区の事務配分
に関すること、②特別区の区域のあり方に関すること、
③都区の税財政制度に関すること、などについて検討
することとした。各々の検討状況については、つぎの
とおりである。
都区の事務配分については、検討対象となった事務

の基本的な方向付けを終え、今後、区移管の方向で検
討することとなった事務の具体化に向けた検討に着手
していく。特別区の区域のあり方については、都と区
市町村が共同設置した「東京の自治のあり方研究会」
の検討結果を踏まえて検討することとしている。都区
の税財政制度については、都区の事務配分、特別区の
区域のあり方の検討を踏まえて検討することとしてお
り、具体的な議論を行う状況に至っていない。

●地方分権の推進
1  地方分権のあゆみ
地方分権は、地域の課題に対し、区が自らの意思と

責任で対応できる範囲を広げるものであり、自己決定
と自己責任の原則のもと特別区制度改革とあいまって、
21世紀の区政運営の重要なキーワードとなっている。
平成7年5月、地方分権推進法が成立した。同年7月、

地方分権推進委員会が発足し、機関委任事務の廃止を
はじめ、条例制定権の拡大などの勧告を政府に対して
行った。それを踏まえ、政府は、10年5月、「地方分権
推進計画」を策定し、法制化への取組を進め、11年7月、
「地方分権推進一括法」が国会で成立した。主な内容は、
①国と地方公共団体の役割の明確化、②機関委任事務
制度の廃止とそれに伴う事務区分の見直し、③権限委
譲の推進、④必置規制の見直し、⑤地方公共団体の行
政体制の整備・確立、などとなっている。法律の施行
日は、特別区制度改革の実施と同じく、12年4月1日で
あった。
2  地方分権の更なる推進
16年3月に第28次地方制度調査会が設置され、「地方

の自主性・自律性の拡大及び地方議会のあり方に関す
る答申」や「道州制のあり方に関する答申」を行った。
その議論を踏まえ、地方分権改革推進法が18年12月

に国会で成立し、19年4月1日から施行された。
また、19年4月に、地方分権改革推進委員会が内閣府

に設置され、政府が策定する地方分権改革推進計画作
成のための第1次勧告から第4次勧告を行い、21年12月
15日に「地方分権改革推進計画」が閣議決定された。
主な内容として、①義務付け・枠付けの見直しと条例
制定権の拡大、②国と地方の協議の場の法制化、③今
後の地域主権改革の推進体制、となっている。
さらに、21年11月に地域のことは地域に住む住民が

決める「地域主権」を早期に確立する観点から「地域
主権」に資する改革に関する施策を検討し、実施する
とともに地方分権改革推進委員会の勧告を踏まえた施
策を実施するため「地域主権戦略会議」が設置され、
22年6月に「地域主権戦略大綱」が閣議決定された。主
な内容として、①地域主権改革の全体像、②義務付
け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大、③国の出先
機関の原則廃止、④ひも付き補助金の一括交付金化、
などとなっている。
これらの動向を見極めつつ、区は、国、広域自治体

との役割分担の見直し等更なる地方分権の推進と、事
務権限の拡充に見合う税財源の移譲や超過負担の解消
等財政基盤の強化に努めていく。
●行政評価の定着
区民の視点に立った効率的で質の高い行政活動を行

うための仕組みとして、平成14年度から「行政評価制
度」を本格的に実施した。
この制度は、区の行う施策や事務事業が、区民生活
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（3）区民本位の効率的で質の高い区政経営を行う



にとってどれだけ効果・効用（成果）があるのかとい
う視点を重視し、現状と目標および達成状況等を可能
な限り「数値」で示すことで客観的に評価するととも
に、評価の結果を改革・改善につなげていくものであ
る。
事務事業については毎年、施策については1年おきに

評価を実施することにより、「区政の永続的な行政改革
システム」として、また「時代の変化に迅速かつ的確
に対応する経営システム」として定着させ、区政の一
層の推進と透明性の向上を図ることをねらいとしてい
る。
＜行政評価の結果＞
22年度は、611の事務事業について評価を行った。

【事務事業評価】
［総合評価結果］
良好に進んでいる事業 517（86.9％）
良好に進んでいない事業 78（13.1％）
※評価になじまない事務事業があったことにより、事務事業数の
合計が611にならない。

［事務事業評価に基づく今後の改革・改善の方向性］
拡充を検討する事業 46（ 7.5％）
継続を検討する事業 545（89.2％）
縮小を検討する事業 5（ 0.8％）
廃止（休止・完了含む）する事業 15（ 2.5％）

［前年度提案された改革・改善案（514件）の取組状
況］
達成 345（67.1％）
一部達成 152（29.6％）
検討中 17（ 3.3％）

＜第三者による評価＞
区は、学識経験者や公募区民等で構成する「行政評

価委員会」を設置し、区が行った施策評価（隔年実施）
の妥当性評価などを行っている。これは、内部評価の
信頼性・透明性等を高めるとともに、施策や事務事業
の改革・改善の促進を目的としており、行政評価委員
会の意見に基づき、評価制度の充実を図っている。
【行政評価委員会評価結果】
21年度は、78の施策中、各分野から32の施策を抽出

し、妥当性評価を行った。
［総合評価結果］
区の行った評価が
妥当であるとされたもの 30（93.8％）
妥当性に疑問があるとされたもの 2（ 6.2％）

また、委員会からは、
①区民にとって読みやすく分かりやすい施策評価
を目指して
②区の行政経営に生かされる施策・事務事業評価
を目指して
③より良い行政評価委員会の運営のために

として、12項目にわたる改善策が提出された。

●行政改革の推進
区は、区民福祉の向上のため、区民本位の効率的で

質の高い行政を目指し、平成19年10月に「練馬区行政
改革推進プラン～区民とともに築く　持続可能な区政
経営～（計画期間：19年度～22年度）」を策定した。
これまで区は、第1次行政改革（9年度～11年度）、第

2次行政改革（12年度～14年度）に取り組み、約145億
円の累積財政効果を得、354人の職員を削減した。さら
に、15年12月には「新行政改革プラン（16年度～18年
度）」を策定し、区が地域経営の主体として自律できる
よう、管理から経営へと行政システムの大きな転換を
図り、持続可能な公共経営システムの確立をめざした。
この計画では、約117億円の累積財政効果を得るととも
に、16年からの3か年で302人の職員を削減した。
練馬区行政改革推進プランでは、新行政改革プラン

の成果や検証を踏まえ、その内容を継承・発展させる
ものとして、4つの柱のもと、40の取組項目を掲げ、達
成状況をわかりやすく示すため、可能な限り指標と目
標値を設定した。
22年度までの4年間の取組結果は以下のとおりであ

り、その累積財政効果の見込みは約61億円、職員の削
減数は、19年度当初から23年度当初の4年間で501人で
ある。
・達成 25項目（62.5％）
・概ね達成 4項目（10.0％）
・一部達成 11項目（27.5％）
〔4つの柱と主な取組結果〕
柱１区民本位の行政サービスの提供
・区公式サイト全体をＣＭＳ（コンテンツマネジメン
トシステム）により再構築し、デザインの統一、音
声読み上げソフトへの対応、外国語サイトを新設
・福祉園や学童クラブ、区立保育園など41の区立施設
での開館日の拡大、開館時間の延長
・出張所を機能別に再編し、開庁時間の拡大や、自動
交付機の設置（22台）による利便性の向上
柱２協働型地域経営の推進
・練馬区政推進基本条例を制定
・区の協働事業推進のための「練馬区区民との協働指
針」を作成し、区民との協働の際の手引きとなるガ
イドブックを発行

・学校応援団を全小学校（65校）で設立するなど協働
事業の拡大・充実を実施

・地球温暖化対策に区民、事業者、区等が一体となっ
て活動する任意団体として、練馬区地球温暖化対策
地域協議会を設立

柱３戦略的組織マネジメント・財政の健全化の推進
・光が丘地区の小学校8校を4校に統合・再編する「適
正配置第一次実施計画」を策定し、統合新校4校を開
校

・新たな公会計制度(基準モデル）の本格導入に必要な

213



公会計システムおよび公有財産管理システムの開発
や庁内体制の整備

・区財政の現状と課題を分かりやすくまとめた冊子
（新財政白書）を発行
・住民税および介護保険料についてコンビニ収納を開
始

柱４職員の意識改革と能力開発（働きがいのある職場
づくり）

・疾患職員の円滑な職場復職のため、「職員サポートセ
ンター」を設置

・「練馬区職員倫理規程」のさらなる徹底により、コ
ンプライアンス意識の強化を図るとともに、「懲戒分
限公表基準」を改定

・ 公益通報者保護法を踏まえた「練馬区職員等に係る
内部通報制度」を実施

〔今後の行政改革の取組〕
急速に進む少子高齢化や安全で安心なまちづくりな

ど、多様な行政課題に的確に対応していくため、今後
も一層の行政改革を推進していく。このため、26年度
までを計画期間とする新たな行政改革計画を23年中に
策定する。
●職員の能力向上を図る
1  人材育成基本方針に基づく人材育成の推進
区は、平成16年3月に策定した「練馬区人材育成ビジョ

ン」および17年3月に策定した「練馬区人材育成実施計
画」に基づき、様々な人材育成に関する取組を行って
きたが、区政を取り巻く状況の大きな変化を受けて、
新たな職員育成の指針として、22年3月に「練馬区職員
人材育成基本方針」を策定した。これは、限られた人
的資源である職員の能力を最大限に引き出し、区民の
負託に応えていくためのものである。現在、この指針
に基づき、職員の能力開発のあり方や職員の役割を見
直すとともに、職員が意欲的に職務に取り組むことが
できる職場づくりを進めるための様々な取組を実施し
ている。
2  職員研修
区では、昭和52年7月、他区に先駆けて職員研修所を

設け、職員の能力向上に積極的に対応している。現在、
23区が共同で設置した特別区職員研修所や近隣の区等
と連携、補完しあいながら、また、専門分野について
は、国・都・民間研修機関等に派遣する等、多種多様
な研修を通して職員の能力開発を進めている。
区で実施する研修は、職員の階層別に実施する「職

層研修」、各種の知識・技能を修得し職務遂行能力を高
める「実務研修」、「特別研修」、各職場や職員の自発的
な取組を支援する「能力開発支援」等に大別できる。

職層研修
主に採用年次に区職員として必要な知識を身につけ

る「新任研修」、主任主事選考合格者に係のリーダー的
役割を認識させる「主任主事研修（合格時）」、係長昇

任選考合格者に監督者としての職責の自覚と職員育成
を考える契機とさせる「係長研修」等を実施した。さ
らに課長職の職員に対しても、管理職として必要なリー
ダーシップ等を学ぶ「管理職研修」を実施した。

実務研修
日常業務の処理に要する知識や技能を修得するため

に、「行政法研修」「手話研修」等を実施した。また、
平成17年度末から、職員全員を対象にAED（自動対外
式除細動器）の使用方法を含んだ「普通救命講習」を
引き続き実施している。

特別研修
職務を効率的に進めていくうえで必要な知識や技能

等を修得するために、「説明・説得力向上」、「会議の進
め方」、「タイムマネジメント」等の研修を実施した。

能力開発支援
各職場や職員の能力開発意欲を促し、自発的な取組

を支援するため「派遣研修支援」、「職場研修支援」お
よび「自己啓発支援」を実施した。

その他
インターンシップ生を武蔵大学等から受け入れて就

業体験をさせ、あわせて職員の意欲高揚や職場の活性
化につなげた。

3  窓口サービスの向上
区民の満足度を高めるため、21年5月に作成した「窓

口サービス向上のための手引」に沿って、各職場が
PDCAサイクルに基づく自主的な取組を行うことによ
り、全庁的な窓口サービスの向上を推進している。
4  職場環境の向上
職員が意欲的に職務に取り組むことができる職場づ

くりを進めるため、健康診断やメンタルヘルス対策な
どの健康管理、過重労働対策および安全衛生委員会の
活動等を行い、職場環境の向上を推進している。
●職員報の発行
区職員全員を対象として、区政への理解と互いの交

流を深め、より質の高い区民サービスを実施するため3
か月毎に発行している。なお、平成16年4月から、紙版
での発行からWebによる配信に切り替えた。
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研修受講者数 平成22年度 

研 修 機 関 
 
練 馬 区 職 員 研 修 所  
　 職 層 研 修  
　 実 務 研 修  
　 特 別 研 修  
　  能 力 開 発 支 援  
特 別 区 職 員 研 修 所  
第 四 ブ ロ ッ ク 研 修 会  

計 

受 講 者 
人 

8,068 
1,078 
4,428 
663 
1,899 
982 
31 

9,081



●施設の適切な管理・活用
1  区役所会議室
区では、区役所の会議室を区民相互交流の場として

提供している。
区内在住・在勤・在学者の団体が行う会議・研修

会・講演会等に利用され、平成22年度は延べ1,036件の
利用があった。
2  区立施設改修改築計画
区では、これまで人口の増加や区民ニーズに対応し

て、施設建設を進めてきた。
これらの施設は、時間の経過とともに老朽化が進み、

また、大規模な改修や改築が集中することになるため、
計画的な改修・改築が必要となっている。
さらに、昨今の厳しい経済情勢の中では、効果的・

効率的な維持保全と更新、施設の長寿命化、区民ニー
ズに合わせた機能の見直しを図ることが求められてい
る。
そこで、区では、18年1月に「区立施設改修改築計画」

を、また22年3月に同計画を見直し「第二期区立施設改
修改築計画」（22年度～26年度）を策定した。「第二期
計画」では、財源の有効活用と費用負担の平準化を図
りつつ、区民の安全・安心を確保するため、積極的に
建物の耐震化を計画するなど、施設の計画的な維持保
全および改修改築を進めている。
3  学校跡施設活用
区では、学校教育の充実と教育環境の改善を図るた

め、20年2月に策定した「区立学校適正配置第一次実施
計画」に基づき、22年4月に光が丘地区の小学校8校を4
校に統合・再編した。
また、統合・再編により生じる4か所の学校跡施設に

ついて、区の貴重な財産として有効活用の観点から、
統合後できるだけ速やかに活用できるよう、22年1月に
「学校跡施設（光が丘地域）活用基本計画」を策定した。
今後は、施設の改修設計・工事、跡施設活用に伴う

用途変更に必要な都市計画の見直しを進めていく。
学校跡施設ごとの活用内容は以下のとおりである。

①光が丘第二小学校跡施設
公共的利用（学校教育支援、防災・介護人材育成、

地域交流）
②光が丘第三小学校跡施設
民間利用（民間事業者（株式会社アオバインターナ

ショナルエデュケイショナルシステムズ）へ貸与）
③光が丘第五小学校跡施設
公共的利用（障害児の発達支援、文化振興、地域交

流）
④光が丘第七小学校跡施設
医療（将来利用、当面は民間事業者へ貸与または公

共的利用）
4  関越高架下活用計画
高架道路下の活用について国が「積極的な利用を認
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める方針」へと転換したことから、区は「関越自動車
道」高架下の空間を活用して、「地域での利便性の向上」
と「まちの活性化」を目的とした「関越自動車道高架
下活用計画」を23年1月に策定した。
計画の概要は、大泉学園通りから大泉ジャンクショ

ンまでの約800mに渡る空間に、「練馬区長期計画」に掲
げる「高齢者センター」「リサイクルセンター」、地域
住民の要望に基づく「地域交流スペース」「倉庫」、そ
の他「スポーツ関連スペース」などの施設を整備する
ほか、周辺の交通安全を図るため、敷地内に「歩行空
間」を確保するというものである。
この空間を区が利用するためには、まず道路管理者

である「日本高速道路保有・債務返済機構」が、区が
策定した「活用計画」に基づいて「高架下利用計画」
を策定することが必要となる。当該「高架下利用計画」
が策定されたのち、おおむね26年度までを目途に、地
域住民の意見を聞きながら、各施設の具体的な整備に
取り組んでいく。
5  指定管理者制度
指定管理者制度は、地方公共団体の出資法人や公共

団体等に限らず民間事業者も、地方自治体の指定を受
けて「公の施設」の管理を行うことができる制度であ
る。この制度は、15年6月の地方自治法の一部改正（同
年9月施行）によって導入された。多様化する住民ニー
ズに、より効果的・効率的に対応するため、公の施設
の管理に民間事業者等の能力を活用し、住民サービス
の向上を図るとともに、経費の節減等を図ることを目
的としている。
区では、16年3月に策定した「委託化・民営化方針」

に基づき、委託化・民営化を進めている。この方針で
定めた実施基準・検討手順に従って検討した結果、区
立施設を委託化する場合には、その管理について、原
則として指定管理者制度を適用することとした。これ
は、民間事業者等のノウハウにより効率的な施設運営
や区民サービスの向上が図れること、また、法制度上、
事業者選定手続きの公正性・透明性が担保され、区民
への説明責任を果たしやすい仕組みとなっているため
である。
23年3月31日現在、153施設で指定管理者制度を適用

している。
●ＩＴ活用による事務の効率化と区民サービスの充実
1  情報化の推進
区では、平成13～15年度、16～18年度の2期にわたる

「練馬区電子区役所推進計画」、および、19～21年度の
「練馬区情報化基本計画（19～21年度）」の下で、行政
の簡素化・迅速化や行政サービスの質的な向上に向け
た情報化の推進に努めてきた。
これらの計画に基づいて情報化を進めてきた結果、

ほぼ職員1人に1台事務用パソコンが配備され、区内部
における情報化の基盤やシステムの整備は一通り完了



した。そして現在は、既存システムのさらなる有効活
用やシステムの更新時におけるレベルアップ等により、
より一層の費用対効果の向上を目指す段階に入ってい
る。
また、区民サービスについても、ホームページでの

区政情報の提供や情報公開請求、図書館資料予約、公
共施設予約等の実現、さらには住民票等の自動交付機
の設置、主要公金のコンビニエンスストア納付の実現
等、基礎的なサービスについては概ね実現した。その
ため、今後のさらなる展開に向けて、現状の各システ
ムサービスの利用状況や傾向等の分析・評価を行い、
課題等の整理を行う必要がある。
このような認識の下に、新たな情報化の取組に向け

た第一歩を踏み出すため、22年3月に「練馬区情報化基
本計画（22～26年度）」を策定した。
計画では、①区民と区との情報共有・交流の強化、

②区政の透明性と効率性の向上、③情報通信技術の変
化に対する対応能力の強化、④情報化における政策立
案能力の強化、⑤情報化推進のための基盤強化の5つの
目標を設定している。また、この目標を実現するため
の施策の注力分野として「区の情報発信の充実」「事務
運用の円滑化とさらなる効率化の推進」「セキュリティ
レベルのさらなる向上」等10の取組方針を定め、その
取組方針の下に、「ホームページの充実」「学校配備シ
ステムの最適化」「セキュリティマネジメント体制の拡
充」等の11の取組項目と「次期ホームページシステム
の調査検討」「システム面から見た事業継続計画の検討」
等の13の検討項目を位置付けている。
今後は本計画に基づいて、新たな情報通信技術の積

極的な研究と活用を進めるとともに、これまで区が取
り組んできた情報セキュリティの強化やシステム経費
の適正化について一層の推進を図っていく。
2  情報セキュリティ対策の推進
情報化の推進により、利便性・効率性が向上してい

く反面、不正アクセス、ウィルス感染、盗難などによ
る情報資産の漏えい、破壊、改ざん、消去など、区の
保有する情報資産に対する脅威も増大している。
この対策として区では、15年4月に情報セキュリティ

に関する行動規範である「情報セキュリティポリシー」
を施行し、ウィルス対策や不正アクセスの防止対策な
ど、区の情報システムを安全に維持運用するための技
術的対策を行うとともに、各課における情報システム
の運用管理ルールを定めた「情報セキュリティ実施手
順」の整備や「情報セキュリティセルフチェック」の
実施、事務用パソコンを使用する全職員を対象としたe
ラーニング研修の実施、システム面のセキュリティ監
査など、組織的なセキュリティ対策に努めてきたとこ
ろである。
「情報セキュリティポリシー」の施行から4年が経過

し、情報通信技術の高度化や社会におけるセキュリティ

の重要性に対する認識の向上など、情報セキュリティ
を取り巻く環境が大きく変化していることを踏まえ、
18年度に策定した「練馬区情報化基本計画（19～21年
度）」において、「セキュリティマネジメント体制の見
直し」を取組項目とした。これに基づき、19年度には、
これまでの情報セキュリティに関連する取組を評価・
分析し、現在の区に求められるセキュリティマネジメ
ント体制のあり方および情報セキュリティに関する主
要施策の再検討を行い、これらの検討結果を反映して、
20年4月に「情報セキュリティポリシー」の全面改正を
行った。
改正した「情報セキュリティポリシー」では、新た

なセキュリティマネジメント体制のもと、さらなる情
報システムの技術的対策の充実を図るとともに、組織
的な対策として、以下の5つの主要施策を推進すること
としている。
・情報セキュリティに関する教育・啓発
・情報セキュリティ自己点検
・情報セキュリティ監査
・情報セキュリティに関するリスクマネジメント
・情報セキュリティ事故の管理
20年度は、新しい「情報セキュリティポリシー」を

試行的に運用し、教育・啓発、自己点検を中心に職員
の情報セキュリティに関する意識の向上に努めた。
21年度からは、本格運用を開始し、教育・啓発、自

己点検に加え、監査についても充実を図り、職場にお
ける情報セキュリティの改善に努めている。

●適正な賦課
住民税（特別区民税・都民税）申告が必要な個人の

所得等を正確に把握し課税するため、各種調査や戸別
訪問、申告勧奨等を行い、対象となる区民および事業
所（特別徴収義務者）に、適正かつ自主的な期限内の
申告・報告を促している。加えて、他の税務機関（国
税・都税）との連携を強化し、期限内申告を呼びかけ
る広報活動等（区報・区ホームページ）にも積極的に
取り組んでいる。
●確実な収納事務
財源の確保および税負担の公平性を確保するため、

口座振替を積極的に推進するとともに、コンビニ収納
を実施し、現年分収納率の向上に取り組んでいる。ま
た、滞納者に対しては、電話による納付案内を行う納
税案内センターの設置や嘱託収納員による個別訪問な
ど、状況に応じたきめ細かなアプローチにより、効果
的な滞納整理を実施している。滞納者の担税力を的確
に判断し、タイヤロック等差押えや公売などの滞納処
分を積極的に行うことにより、高額・困難案件の解消
を図っている。収納窓口の拡充として、軽自動車税に
ついては平成22年5月から、住民税については同年6月
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（4）区税負担の公平性を確保する



から、携帯電話から納付できるモバイルレジを導入し
た。
特別区税収納率
税負担の公平性を確保するために、特別区税（特別

区民税、軽自動車税、特別区たばこ税、入湯税）の収
納率の向上を図る。

●出張所のサービス向上と事務の効率化
区では、区民の意見を伺い、平成18年1月に「出張所

のサービス向上と事務の効率化実施計画」を策定した。
この計画に基づき、17か所の出張所を20年1月4日か

ら4か所の区民事務所と13か所の出張所に機能別に再編
を行った。
この見直しにより、①全区民事務所・全出張所に証

明書の自動交付機を設置し、窓口受付時間外にも証明
書の交付を可能としたこと。②届出事務を4か所の区民
事務所に集約し、行政のスリム化（一部の内部事務の
委託化の実施）を図ったこと。③証明書発行など、届
出事務以外の多くのサービスは引き続き13か所の出張
所で取り扱うこと。④4か所の区民事務所では、平日午
後7時までと毎月第三土曜日の午前9時から午後5時ま
で、窓口受付時間の拡大を図ったこと。など、事務の
効率化を進めながら、サービス向上を図った。
自動交付機の導入については、区民へのサービス向

上に不可欠なものであるとの認識から、出張所の見直
しに先がけて、18年10月に17か所の出張所に導入した。
19年4月からは、自動交付機の取扱い時間を延長し、平
日は午後9時まで、年末年始を除く土日祝休日は午前9
時から午後5時までとした。
21年1月からは、外国籍の方の印鑑登録証明書の交付

も可能になった。
また、区民事務所・出張所以外の施設にも設置の拡

大を図り、19年4月に西武池袋線中村橋駅の南口駅前、
19年8月に西武池袋線練馬駅地下の練馬区観光案内所、
20年3月に西武池袋線石神井公園駅北口の石神井公園区
民交流センター、23年3月に西武池袋線江古田駅の南口
駅前に自動交付機の設置を行い、自動交付機の設置台

数は22台になった。
●区民事務所・出張所職員一人当たりの届出事務処理
件数
届出事務の窓口集約と出張所事務の執行方法の改善

により行政のスリム化を図り、区民事務所・出張所職
員一人当たりの届出事務処理件数の増加を目標とする。

●自動交付機による証明書発行サービス
平成18年10月2日から自動交付機による住民票の写し

等の交付を行っている（外国籍の方の印鑑登録証明書は、
21年1月5日から）。
なお、利用に当たっては、事前の利用登録（暗証番

号等の登録）が必要である。

●住居表示
区内の住居表示の実施は、平成2年1月1日に完了した。
その後は、大規模な再開発に伴う街区の変更や、新

築・建替え等に伴う住居番号の付定、住居表示板類の
設置・管理等を行っている。
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（5）基礎的な住民サービスを効率的に提供する

19年度 
63,255,467

20年度 
64,126,607

21年度 
63,229,892

22年度 
59,940,319

19年度 
93.69%

20年度 
93.38%

21年度 
92.78%

22年度 
92.27％ 

特別区税収納額の推移 

（単位：千円　端数切り捨て）

19年度 
3,689,354

20年度 
3,954,942

21年度
4,456,079

22年度
4,535,807

特別区税滞納額の推移 

（単位：千円　端数切り捨て）

20年度 
855件 

19年度 
794件 

21年度 
870件 

22年度 
859件 

自動交付機で交付する証明書等 平成23年3月末現在 

自動交付機で交付 
する証明書 
住民票の写し 

印鑑登録証明書 

交付開始年月日 
 

平成18年10月2日 

平成18年10月2日 
（ただし外国籍の方については平成21年1月5日） 

交付手数料 
 

1通200円 

1通200円 

設置場所および利用時間 平成23年3月末現在 

設置場所および台数 
本　庁　舎 2台 
（練馬区民事務所） 

区民事務所（練馬を除く3か
所）および出張所（13か所） 
  各1台 
中 村 橋 駅 前 1台 
江 古 田 駅 前 1台 
石神井公園区民交流センター 1台 

練馬区観光案内所 1台 

設置総台数   22台 

利用時間 

 

 
平　日　　　8：30～21：00 
土日祝休日　9：00～17：00 
※　年末年始および施設点検日を除く。以下同じ。 

 
 

平　日　　　9：00～21：00 
土日祝休日　9：00～17：00

延べ稼働時間 平成22年度 

時間内の延べ稼働時間 
時間外の延べ稼働時間 

　 延べ総稼働時間 

延べ稼働時間 
45,249時間 
40,658時間 
85,907時間 

※時間内とは、平日（月～金。以下同じ。）の8：30～17：00 
　の間をいう。 
※時間外とは、平日の17：00～21：00の間および土日祝休日 
　の9：00～17：00の間をいう。 
 利用登録者数 

平成23年3月末現在 
利用登録数 
170,438人 



22年度の住所付定件数は2,524件であった。

［1］国民健康保険
●国民健康保険の役割と運営主体
病気やケガをしたとき、安心して医療が受けられる

ように、国民全員が必ず何らかの医療保険に加入しな
ければならない。わが国はこのような国民皆保険制度
をとっている。
国民健康保険は、会社等の各種の医療保険に加入で

きない方のために設けられた医療保険制度であり、区
市町村がその運営の主体（保険者）となって、加入者
（被保険者）から保険料を徴収し、保険給付を行ってい
る。
●加入状況
区において国民健康保険に加入する世帯数は、平成

20年度から後期高齢者医療制度が創設されたことによ
り75歳以上の被保険者が自動的に移行したため、世帯
数は123,947世帯、被保険者数も202,895人と減少するに
至った。22年度の世帯数は123,021世帯、被保険者数は
199,108人である。
●保険給付の概要
被保険者の疾病、負傷、出産、死亡に対して、給付

を行う。
療養の給付
被保険者が医療機関等の窓口で医療費の3割を支払

い、残りの7割相当分を保険者（練馬区）が負担する。
70歳から74歳の一部負担金の割合は2割（現役並み所

得者は3割）である。ただし、一部負担金2割の方は平
成24年3月までは1割負担である。
0歳から6歳に達する日以後の最初の3月31日までの一

部負担金の割合は2割である。
療養費
被保険者証を提示せず医療機関で診療を受けたとき、

医師の指示により、はり・きゅう等の治療を受けたり、
治療用装具を作ったときなどにいったん全額自己負担
した費用の保険給付相当分の払戻しを行う。

入院時食事療養費
入院中の食事代から、定額の自己負担分（低所得者

は減額制度あり）を差し引いた金額を保険者が負担す
る。

高額療養費
医療機関の窓口での支払い（一部負担金）が一定額

を超えた場合、超えた分を保険者が負担する。
高額医療・高額介護の合算制度
国保・介護保険の両方の自己負担額がある世帯で年

間（8月1日から翌年の7月31日まで）の医療保険と介護
保険の自己負担額が高額になり、世帯の負担限度額を
超えた場合、超えた分を保険者が負担する。

その他の給付
出産については出産育児一時金42万円、死亡につい

ては葬祭費7万円が支給される。
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（6）医療保険等制度運営を行う



【所得区分について】
現役並み所得者・・・同一世帯の国保加入者のうち、70歳以上の方の住民税の課税所得金額が145万円以上の

方が1人でもいる世帯
低 所 得 者 Ⅱ・・・世帯全員が住民税非課税の世帯
低 所 得 者 Ⅰ・・・世帯全員が住民税非課税で、所得が一定基準以下の方、または老齢福祉年金を受給して

いる方の世帯
上位所得世帯・・・国保加入者の給与所得・雑所得などの各種合計所得金額から住民税基礎控除を引いた合

計金額が600万円を超える世帯
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高額療養費の自己負担限度額 
70歳～74歳の方 

70歳未満の方 

70歳未満の方 

所得区分 現役並み所得者 一般 低所得Ⅱ 低所得Ⅰ 

24,600円 

４回目以降の限度額 

15,000円 

外来の限度額  
（ 個 人 ごと ） 

外 来 ＋ 入 院  
（ 世 帯 ごと ） 

44,400円 

80 ,100円＋総医療費が
267,000円を超えた場合
は、超えた分の1％を加算 

4回目以降の限度額 
44,000円 

12,000円 

44,000円 「限度額適用・標準負担額減額認定」の
申請が必要 

8,000円 

※75歳に到達する月（1日生まれの方を除く。）は、上記の自己負担限度額が個人について2分の1になる。世帯ごとの自己 
　負担限度額は上記のとおり。 

１
か
月
の
自
己
負
担
限
度
額 

高額介護合算療養費の自己負担限度額 
70歳～74歳の方 

所得区分 現役並み所得者 一般 低所得Ⅱ 低所得Ⅰ 

世帯の限度額  67万円 56万円 31万円 19万円 

所得区分 上位所得者 

世帯の限度額  126万円 

一般 

67万円 

住民税非課税世帯 

34万円 

所得区分 上位所得世帯 一般世帯 住民税非課税世帯 

国保世帯全体  

150,000円＋総医療費が
500,000円を超えた場合は、
超えた分の 1％を加算  

80 , 100円＋総医療費が
267,000円を超えた場合は、
超えた分の 1％を加算  

 
83,400円 

 
44,400円 

 
35,400円 

 
24,600円 

１
か
月
の
自
己
負
担
限
度
額 
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給付の内容 平成22年度 

注：①療養給付費は、入院時食事療養費・入院生活療養費 
　　　を含む。 
　　②上記の数値は、厚生労働省提出資料の様式によるた 
　　　め、決算の数値とは異なる場合がある。 

種　　類 件　数 
（件） 

金　　額 
（単位：千円） 

療 養 給 付 費  
療 養 費  
高 額 療 養 費  
出 産 育 児 一 時 金  
葬 祭 費  
結核・精神医療給付金 

2,881,809 
115,477 
64,431 
963 
835 

37,032

37,397,649 
901,501 
4,106,384 
404,010 
58,450 
43,438

被保険者の加入状況 

保険料調定額および総医療費の状況 

 
年　度 

 
年　度 

 
世　帯　数 

 
被保険者数 

 
平成18 

19 
20 
21 
22

 
平成18 

19 
20 
21 
22

円 
84,225　 
85,981　 
90,773　 

　90,497　 
91,499　 

円 
143,790　 
145,044　 
149,027　 
147,494　 

　148,347　 

百万円 
21,954　　 
22,126　　 
18,582　　 
18,363　　 
18,433　　 

円 
337,136　 
350,602　 
245,169　 
249,616　 
255,624　 

円 
575,566　 
591,444　 
402,506　 
406,829　 
414,445　 

百万円 
87,878　　 
90,224　　 
50,187　　 
50,651　　 
51,497　　 

世帯（％） 
152,258（47.4）　　 
151,914（46.5）　　 
123,947（37.5）　　 
123,617（37.1）　　 
123,021（36.7）　　 

人（％） 
258,253（38.0）　　 
254,933（37.2）　　 
202,895（29.4）　　 
200,917（29.0）　　 
199,108（28.7）　　 

人 
49,796　 
49,445　 
－　 
－　 
－　 

人 
30,987　 
30,696　 
4,783　 
6,039　 
6,092　 

老 人 保 健 法  
対 象 者  

退 職
被 保 険 者 等  

注：①（　）内は練馬区全体に対する割合 
　　②数値は、年度末のものを使用している。 
　　③老人保健法対象者は20年度から後期高齢者医療制度へ移行した。 
　　④退職者医療制度は20年3月31日で廃止。26年度までは経過措置による加入 

保　険　料（調定額） 

1人当たり 1世帯当たり 現　年　度 
調　定　額 1人当たり 1世帯当たり 総　　額 

総　医　療　費 

注：①数値は、老人保健法による医療に係るものを含む（19年度まで）。 
　　②1人当たりの保険料・総医療費を算出する際の世帯数・被保険者数は、年間の平均を使用している。 
　　③上記の数値は、厚生労働省提出資料の様式によるため、決算の数値とは異なる場合がある。 
　　④22年度の医療費の各数値は、23年6月末現在で把握しているものである。 



●医療費
平成22年度の区の国保被保険者1人当たりの医療費

は、255,624円であり、前年度に比べ2.4％の増となって
いる。
●保険料
保険料は、医療分保険料、後期高齢者支援金分保険

料および介護分保険料の3本立てとなっている。
平成22年度の医療分保険料は、均等割額「被保険者1

人につき31,200円」と所得割額「22年度住民税額×80／
100」との合算額である。後期高齢者支援金分保険料は、
均等割額「被保険者1人につき8,700円」と所得割額「22
年度住民税額×23／100」との合算額である。介護分保
険料は、均等割額「介護保険第2号被保険者（40～64歳）
1人につき12,000円」と所得割額「介護保険第2号被保険
者の22年度住民税額×14/100」との合算額である。こ
の3つを合計して国民健康保険料として徴収する。
なお、それぞれに上限が設けられており、医療分保

険料が50万円、後期高齢者支援金分保険料が13万円、
介護分保険料が10万円である。
23年度から、特別区では保険料の計算方法を「住民

税方式」から「旧ただし書き方式」へ変更している。
住民税方式は住民税額に賦課する方式で、税制改正

の影響を直接受け、所得の変動がないにもかかわらず
保険料が前年度に比べて大幅に変動する場合があった
ため、旧ただし書き方式へ変更した。
旧ただし書き方式とは、住民税所得割の課税対象と

なった時期があることから呼ばれている所得の捕捉方
法。世帯の収入から公的年金控除等の必要経費と基礎
控除を差し引いた段階の所得に対して賦課する方式で
ある。

●財政状況
国民健康保険事業は、保険財政の収支を明確にする

ため、一般会計と区別して特別会計（国民健康保険事
業会計）を設けている（44ページと52ページの国民健
康保険事業会計予算、決算参照）。
平成22年度の国民健康保険事業会計は、歳入総額で

639億円、対前年度比1.2％の減、歳出総額で633億円、
対前年度比1.2％の減であった。
高齢化や医療の高度化に伴い、高齢者の医療費が増

え続ける一方、厳しい経済状況の下で保険料収入は伸
び悩み、実質的には、国保財政は引き続き赤字状況に

ある。財源不足額（赤字分）は区の一般会計からの繰
入れに頼らざるを得ないため、区財政に対しても大き
な圧迫要因となっている。
●安定した事業運営のために
区の国民健康保険が現在抱えている課題は、第1に保

険料の収納率の向上、第2に医療費の適正化、第3に被
保険者の資格の適正化である。
保険料収納率の向上については、目標収納率を始め

各種収納対策を体系的にまとめた収納対策プランを策
定し、収納実績の確認や収納対策の検討を行いながら
プランの進行管理を行っている。平成21年度からは、
民間事業者への委託による電話・訪問催告を実施し、
未納世帯との接触の機会を増やすことにより、未納の
解消に努めている。
医療費の適正化については、保険医療機関等から提

出されたレセプトの資格点検および内容点検を行って
いる。記載内容に疑義があるレセプトについては、審
査支払機関に再審査請求を行い、医療費の適正化に努
めている。
また、被保険者の資格の適正化を図るため、健康保

険法の強制適用事業所に勤めている方・擬制世帯・住
民税未申告世帯等に対して資格取得時等における資格
確認に努めている。
●保健事業
被保険者の健康の保持増進を目的として、各種の保

健事業を行っている。また、40歳～74歳の国民健康保
険加入者に対して、内臓脂肪型肥満に着目した特定健
康診査・特定保健指導を実施している。

特定健康診査・特定保健指導

保養施設
近県のホテル、旅館等22か所と協定を結び、割引

料金であっせんしている。
平成22年度の利用は128件、延べ348人であった。
（上記の件数・人数には、21年度から利用可能に
した後期高齢者医療制度の被保険者も含む。）
日帰り温泉施設割引（23年3月末日事業終了）
日帰り温泉施設（大江戸温泉物語）の割引利用を

あっせんしている。
〔割引利用協定料金〕
大　　人（中学生以上） 2,900円→1,700円
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保険料収納率の推移（医療分） 

年　度 現　年　分 滞納繰越分 

 
平成18 

19 
20 
21 
22

％ 
86.22　 
86.32　 
84.11　 
83.30　 
84.52　 

％ 
27.66　 
30.11　 
26.59　 
24.81　 
28.74　 

ア）特定健康診査 

対象者数 受診者数 実施率 

113,964人 45,593人 40.0％ 

対象者数 終了者数 実施率 

5,370人 793人 14.8％ 

イ）特定保健指導 

注：上記の数値は、法定報告値データであり、23年5月25日 
　　現在で把握しているものである。 

平成22年度 



子　　供（4歳から小学生） 1,600円→ 520円
ナイター（6時以降入場） 2,000円→1,250円
〔22年度利用実績〕
割引券利用枚数　　　　　　 416枚
大　　人（中学生以上） 1,104人
子　　供（4歳から小学生） 145人
ナイター（6時以降入場） 230人
利用人数　合計　　　　　　 1,479人
健康増進啓発事業
エイズ予防に関する知識の普及啓発のため、パン

フレットを窓口で配布した。
［2］国民年金
●国民年金事業の運営
昭和34年に国民年金法が施行され、昭和36年4月1日

から拠出制の国民年金制度が実施された。
その後わが国は、諸外国に例を見ないスピードで高

齢社会へ移行しており、老後の生活の主柱となる公的
年金制度の役割がますます重要になってきている。
こうした中で、人口の高齢化や社会経済状況の変化

に対応できるよう、公的年金制度を長期にわたり健全
かつ安定的に運営していく基礎を確保することを目的
として、国民年金法の一部を改正する法律により「基
礎年金制度」が、昭和61年4月1日から実施された。こ
の制度では、日本国内に住所がある方のうち、老齢
（厚生）年金・退職（共済）年金を受けている方や学生
を除く、20歳以上60歳未満のすべての方が年金に加入
することとなった。
その後、平成3年4月1日からは、これまで任意加入と

されていた学生も強制加入となり、9年1月には公的年
金共通の基礎年金番号制度が導入された。14年4月には、
地方分権一括法の施行により第3号被保険者に係る事
務・保険料の徴収に係る事務などを国（社会保険事務
所）が直接取り扱うこととなり、区では第1号被保険者
に係る届出事務などを行うことになった。また、17年4
月には国民年金の任意加入期間に加入していなかった
ことにより障害基礎年金等を受給していない障害者の
方について、国民年金制度の発展過程において生じた
特別な事情にかんがみ、福祉的措置として特別障害給
付金制度が創設された。
21年12月31日に社会保険庁が廃止となり、22年1月1

日、日本年金機構が設立され、国（厚生労働大臣）か
ら委任・委託を受け、公的年金に係る一連の運営業務

を担うこととなった。
●年金加入状況
国民年金は、日本国内に住むすべての方（外国人を

含む。）が20歳から60歳まで加入する国民の基本的な年
金制度である。また、60歳から65歳までの方や海外に
居住している日本国籍を有する20歳から65歳までの方
も任意加入できる（昭和40年4月1日以前に生まれた方
で、受給資格を満たせない方は70歳まで）。国民年金の
加入は、第1号被保険者から第3号被保険者までの3種類
と任意加入被保険者に分かれている。
平成23年3月31日現在の練馬区の第1号被保険者は

116,469人、任意加入被保険者は2,758人、第3号被保険
者は56,338人である。
●保険料
保険料は平成17年度から将来の現役世代の過重な負

担を回避するため保険料水準固定方式がとられている。
23年度の保険料は月額15,020円である。
また、保険料には免除制度があり、23年3月31日現在

の免除者は、法定免除6,028人、申請免除（全額）6,671
人、申請免除（4分の3）680人、申請免除（半額）451
人、申請免除（4分の1）178人、学生納付特例10,223人、
若年者納付猶予1,652人の合計25,883人で、第1号被保険
者に対する割合は22.2％となっている。17年4月から30
歳未満を対象とする若年者納付猶予が、18年7月から申
請免除に4分の3免除と4分の1免除が加わった。
●年金等の給付
国民年金の給付には、老齢基礎年金、障害基礎年金、

遺族基礎年金、老齢年金、通算老齢年金、障害年金、
母子年金、遺児年金があり、このほかに寡婦年金、死
亡一時金がある。国民年金制度創設時、すでに高齢だっ
た方に支給する年金としては老齢福祉年金がある。福
祉年金は、本人・配偶者・扶養義務者の所得制限や他
の年金との併給制限が定められている。
平成23年3年31日現在の練馬区の受給権者数は、老齢

基礎年金108,506人、障害基礎年金7,146人、遺族基礎年
金1,021人、老齢年金5,787人、通算老齢年金5,151人、旧
障害年金246人、寡婦年金90人、老齢福祉年金56人であ
る。また、22年度中の死亡一時金の受給者は146人であ
る。
今後、年々、期間満了者が老齢基礎年金を受給する

こととなり、年金受給者は増加していくものと思われ
る。
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年金に必ず加入する方 

加入者 
の種別 年　　齢 対　　象　　者 

 
第2号被保険者 

第3号被保険者 

 
就職時～70歳未満 

20歳～60歳未満 

・厚生年金加入者（船員も含む。） 
・共済組合員 

・厚生年金加入者（船員も含む。）または共済組合員に扶養されている配偶者 

第1号被保険者 20歳～60歳未満 ・日本国内に住所のある方で第2号・第3号被保険者以外の方（自営業者・学生など） 

※但し、65才以降は老齢基礎の受給権を有しない方のみ、
　第2号被保険者となる。 



国民年金加入者の推移 

種　別 

年　次 

年金額の推移 各年4月1日現在 

種別 

年次 

老齢年金等受給権者の推移 各年3月31日現在 
老齢年金 

老齢福祉年金 

通算老齢 
年金 

老齢基礎  
　　年金  

平成 

23

19
197 89,140
6,408 8,172

127 94,656
6,088 7,522

88 100,315
5,793 6,898

70 104,939
5,504 6,327

56 108,506
5,151 5,787

20

21

22

5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100 105 110 115 120
千人 

0

老　　齢　　年　　金 

福　祉 基　礎 
（25年～40年） 

拠　出 
（10年） 

拠　出 
（5年） 

障 害 基 礎 年 金  
障 害 年 金  

遺 族 基 礎 年 金  
（子一人） 

遺 族 年 金  

 
平成20 

 
21 
 

22 
 

23

円 

405,800 
315,300 

405,800 
315,300 

405,800 
315,300 

404,200 
314,800

円 

990,100 
792,100 

990,100 
792,100 

990,100 
792,100 

986,100 
788,900

円 
1,020,000 

 
1,020,000 

 
1,020,000 

 
1,015,900

円 
792,100 

 
792,100 

 
792,100 

 
788,900

円 
481,300 

 
481,300 

 
481,300 

 
479,300

円 
409,600 

 
409,600 

 
409,600 

 
407,900

注：①　老齢年金の福祉の上段金額は全部支給額、下段金額は一部支給額 
　　②　障害基礎年金・障害年金の上段金額は1 級障害、下段金額は2 級障害 
　　③　老齢基礎年金の年金額は満額を記載しており、各人の年金額は保険料納付月数等により異なる。 

 
平成18 

19 
20 
21 
22 
23

人 
132,380　 
127,547　 
122,522　 
119,117　 
118,134　 
116,469　 

人 
57,373　 
57,365　 
56,914　 
56,853　 
56,447　 
56,338　 

人 
3,333　 
3,152　 
3,054　 
2,908　 
2,858　 
2,758　 

人 
193,086　 
188,064　 
182,490　 
178,878　 
177,439　 
175,565　 

第 1 号  
被 保 険 者  

第 3 号  
被 保 険 者  

任 意 加 入 者  計 

各年3月31日現在 

116,770

119,444

113,006

103,720

108,266
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なお、年金額の改定方法は、16年の年金改定によっ
て、保険料水準の範囲内で給付を行うことを基本とし、

少子化等の社会経済情勢の変動に応じて給付水準を自
動的に調整する仕組みが組み込まれることになった。

年金に希望すれば加入できる方 

20歳～60歳未満 

20歳～65歳未満 
 

60歳～65歳未満 

特例として　　 
65歳～70歳未満 

・60歳になるまでに年金を受けるために必要な期間を満たせなかった方 
・年金を受ける資格はあるが年金額を満額に近づけたい方 
・昭和40年4月1日以前に生まれた方で、65歳になるまでに年金を受けるた
　めに必要な期間を満たせなかった方（受給できる資格期間を満たすまで） 

・老齢（厚生）年金・退職（共済）年金を受けている方 

・海外に住んでいる日本人 

 
 
 
任意加入 
　　被保険者 



●後期高齢者医療制度
平成20年4月1日に老人保健制度から移行した。

1  制度の運営
都内62区市町村が加入する東京都後期高齢者医療広

域連合が運営主体となる。
【広域連合と区の役割分担】
・広域連合の事務
資格管理、医療給付、保険料賦課等

・区の事務
保険料徴収、被保険者の便益の増進に寄与する事務
（主に申請等窓口事務）
2  被保険者
広域連合の区域内に住所を有する75歳以上の方およ

び65歳から74歳までの一定の障害があり、広域連合か
ら認定を受けた方（生活保護受給者を除く。）。
3  一部負担金の割合
病院などの窓口の支払いは、外来・入院ともかかっ

た費用の1割（現役並み所得の方は3割）の定率負担。

4  療養費の支給
高額療養費の支給
1か月間に支払った医療費が自己負担限度額を超えた

場合、超えた分について払戻しを行う。自己負担限度
額は所得区分によって異なる。

療養費の支給
やむを得ず保険証を提示できず診療を受けた場合や、

医師の指示により作成した補装具の代金などは、一旦
本人が全額を支払い、後日申請に基づき、自己負担分
以外の部分について払戻しを行う。

高額医療・高額介護合算療養費の支給
年間の後期高齢者医療費の一部負担金と介護保険の

利用者負担額の合計額が、世帯の自己負担限度額を超
えた場合、申請により高額医療・高額介護合算療養費
が支給される。

5  葬祭費
被保険者が亡くなり、葬儀等を行ったとき、その費

用を負担した方からの申請により、7万円を支給する。
22年度から広域連合の給付事業となり、区は申請受

付・給付事務について広域連合から委託を受け実施す
る。広域連合の支給額は5万円であり、従来の支給額と
の差額（2万円）は、区が上乗せして支給する。
22年度の葬祭費支給実績は、支給件数3,117件、支給

額218,055千円であった。
6  後期高齢者健康診査
後期高齢者医療制度の被保険者に対し、後期高齢者

健康診査を行う。区は広域連合から委託を受け実施す
る。
7  保険料
被保険者一人ひとりが納める。保険料（年額）は、

均等割額（一人37,800円）と所得割額（旧ただし書き所
得金額×所得割率7.18％）を足した金額。なお、保険料
の均等割額・所得割率は、2年ごとに見直しを行う。
※旧ただし書き所得とは、前年中の総所得金額および
山林所得金額ならびに株式・長期（短期）譲渡所得金
額等の合計から基礎控除額33万円を控除した額（ただ
し、雑損失の繰越控除額は控除しない。）
8  保険料の軽減

均等割額の軽減
同一世帯の被保険者および世帯主の総所得金額の合

計額を基に、均等割額を軽減する。
所得割額の軽減
旧ただし書き所得58万円までの方は、所得割額を

50％軽減する。また、東京都広域連合独自の措置とし
て、旧ただし書き所得が15万円までの方は全額、同20
万円までの方は75％の軽減を行っている。
9  保険料の特例
制度加入前日まで被用者保険の被扶養者だった方は、

所得割額が免除となり、均等割額が9割軽減される。
10  保険料の納付方法
原則として年金からの天引き（特別徴収）となる。
ただし、年金額が年額18万円未満の方や、後期高齢

224

窓口での 
一部負担金の割合 

1
か
月
の
自
己
負
担
限
度
額 

外来の限度額 
（個人ごと） 

 
入 院 およ び  
世帯の限度額 

 
現 役 並 み  
所 得 者  

 

一 般  

3　割 1　割 1　割 

44,400円 12,000円 
 
 
 

44,400円 

8,000円 

80,100円+医療
費が267,000円を
超えた場合は超
えた分の1％を加
算(44,400円)＊ 

24,600円 15,000円 

所得区分低所得Ⅰ・Ⅱの認定証
発行には「限度額適用・標準負
担額減額認定」の申請が必要 

 
低 所 得Ⅱ 
 
 

 
所 得 区 分  

 
低 所 得Ⅰ 
 
 

後期高齢者医療制度の一部負担金の割合および自己負担限度額 

＊（ ）内は、過去1年間に世帯の限度額の適用により4回以上払戻しを
　  受けた場合、4回目から適用する金額 
　　【所得区分について】 
　(1)現役並み所得者・・・住民税課税所得145万円以上の方とその世
　　帯に属する被保険者。 
　　ただし、年間収入が一定基準未満の場合、申請により窓口での自
　　己負担割合を1割に変更する制度あり。 
　(2)一般・・・・現役並み所得者、低所得Ⅰ・Ⅱ以外の方 
　(3)低所得Ⅱ・・世帯全員が住民税非課税の方 
　(4)低所得Ⅰ・・①世帯全員が住民税非課税で、各人の所得が一定基
　　　　　　　         準以下の方 
　　　　　　　　 ②世帯全員が住民税非課税で、本人が老齢福祉年金
　　　　　　　　　 を受給している方 

高額医療・高額介護合算療養費の負担区分と自己負担限度額 

 
負担区分 

後期高齢者医療＋介護保険 
世帯単位の自己負担限度額（年額） 

現 役 並 み 所 得 者  
一 般  

低 所 得 者  
31万円 

19万円 

Ⅱ 

Ⅰ 

67万円 
56万円 



者医療保険料と介護保険料の合算額が、天引き対象年
金（介護保険料が天引きされている年金）の2分の1を
超える方は納付書や口座振替で納める（普通徴収）。ま
た、年金からの天引き対象となった場合は、申請によ
り口座振替を選択することができる。
●練馬年金事務所
練馬年金事務所は、区内に住所がある会社、工場、

商店などの事業所および国民年金加入者等を管轄し、
健康保険、厚生年金保険、国民年金、児童手当の各制
度についての業務を行っている。
とりわけ、超高齢社会の到来を控え年金に関する期

待と関心は大きく、来所者数も年々増加している。
また、昭和63年4月からすべての法人事業所の従業員

は、健康保険と厚生年金に加入することが義務づけら
れ、制度の安定が図られている。
1  健康保険
事業所に働いている従業員を被保険者とする医療保

険制度であり、資格、徴収の業務を行っている。
なお、保険給付に関する業務については、平成20年

10月より全国健康保険協会で行っている。

2  厚生年金保険
健康保険と同じく、各種事業所に働いている従業員

を被保険者として、老齢、障害、死亡などに関して、
被保険者を始めその被扶養者あるいは被保険者であっ
た方などに、年金や一時金を給付することにより、生
活の安定を図る制度であり、資格、給付、徴収の業務
を行っている。

3  国民年金
日本国内に住所のある20歳以上60歳未満の方は、す

べて国民年金の被保険者となり、老齢、障害、死亡な
どに関して、年金や一時金を給付することにより、健
全な国民生活の維持・向上に寄与することを目的とし
ている制度である。取扱業務のうち、区役所において
は第3号被保険者に係る届出以外の諸届書等の窓口業務

を、年金事務所では諸届書等について承認、裁定等を
行っている。
4  児童手当拠出金の徴収
児童を養育している父母等に児童手当を支給するこ

とにより、家庭における生活の安定に寄与するととも
に、次代を担う児童の健全な育成と資質向上を図る制
度である。取扱業務のうち、区役所においては支給業
務を、年金事務所では事業主からの拠出金の徴収業務
を行っている。
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健康保険（協会管掌）の状況 平成23年3月31日現在 

資料：練馬年金事務所 

区　　　分 状　　　況 

事 業 所 数  

被 保 険 者 数  

平 均 標 準 報 酬 月 額  

6,186件 

32,280人 

313,990円 

厚生年金保険の状況 平成23年3月31日現在 

資料：練馬年金事務所 

区　　　分 状　　　況 

事 業 所 数  

被 保 険 者 数  

平 均 標 準 報 酬 月 額  

6,886件 

60,236人 

315,096円 




